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研究の概要：多くの産業廃棄物と性情が異なり、かつ大量に発生する建設副産物・廃棄
物の徹底管理を目的として、管理システム CWMS(Construction Wastes Management 
System)を構築し、その実用化のために様々な工夫を行った。実際にも法律の定める日本
廃棄物処理振興センターへの接続し、実用化の目途を立てたことにより、今後のこの分
野での利用の可能性を示した。 
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工学／土木工学／土木環境システム 
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１．研究開始当初の背景・動機 
建設副産物・廃棄物が不法投棄に関連す

ることが社会的な問題となり、その徹底管
理が求められるようになった 20 世紀後半
に本研究が計画された。これは建設事業に
伴い発生する「物質」の多くが、もともと
地中に存在する「残土」と呼ばれるものが
主体であり、廃棄物と言う概念でくくるこ
とができないことにより、廃棄物としての
徹底管理が行われにくかったことに起因す
る。そして、その発生量は他産業のそれに
比して大きく、その処分法の確立とその徹
底管理が求められたことによる。 

 
２．研究の目的 
本研究では、廃棄物管理の 1 手法である

「マニフェスト制度」を建設廃棄物に利用
するための方法の確立を目的とした。それ
が導入されていなかった最大の問題点は建
設廃棄物が「直積み」され、その車両（ダ
ンプトラック）の管理が行いずらいことに
原因があると考え、その解決のために新し
い「車載端末：Dump Catcher」を開発し
た。この Dump Catcher には、様々な機能
を付加させることにより、廃棄物の受領と
運搬を担当する運転手が、廃棄物管理に重
要な役割を果たすことが可能となった。 
それと同時に、Dump Catcher は無線で

センターのサーバーと連絡させ、サーバー
から多様な「利害関係者：Stakeholders」
との緊密な連携を可能にするとともに、法
的にマニフェスト情報の送信が義務付けら
れている「日本産業廃棄物処理振興センタ
ー：JWNET」に必要な情報を送信するシ

ステムを確立し、その運用が認証され実験 
を行うことが可能となり、運用実験を通じ
てシステムの様々な改良がなされた。 

 
３．研究の方法 
初期の準備段階として、建設廃棄物の処

理・処分の実態調査を文献調査、ヒアリン
グ、さらには九州電力小丸川発電所建設現
場での研修、天草市焼却場解体現場での実
態調査、等を実施するとともに、それぞれ
の技術体系の調査を行い、システム設計の
基本概念の把握に努めた。 
一方で、電子マニフェストの抱える問題

点の調査と、JWNET への接続上の課題を
検討し、多くの建設廃棄物の利害関係者が
参加しやすいシステムのあり方を検討し、
その実現に向けてシステムの構築を行って
きた。 

その中での 1 つの結論は、建設廃棄物の

管理は、運搬事業者、具体的には運転手の
参加なくしては、実施できないことが判明 
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したので新たに[車載端末:Dump atcher]を
開発した。 
車載端末には、積載重量を記載できる装

置を取り付けることにより、運搬中の「重
量変化」と「走行ルート」を監視すること
により「適正運搬」を証明することが可能
となった。 
これらの情報を最新の IT 技術を利用し、

すべての利害関係者が共有できるようにし
たところに、本研究の最大の特徴がある。 

その構成図を上記に示す。 
 
４．研究の主な成果 
本研究では、単に廃棄物管理のシステム

を構築するだけではなく、それを通じて建
設事業の合理化、省力化に貢献すべきもの
と考え、IT 技術の活用により、それを可能
にした。その成果の一部を以下に簡単に紹
介する。 
１．機密保持機能：利害関係者の緊密は連
携が必要なことは言うまでもないが、それ
が各企業の情報機密の漏洩につながっては
ならないので、システムへの「入り口」で
のログイン時のアクセスの際にその利用権
限を限定する方法によりその機密保持がな
されるようにした。 
2．検索機能の強化：マニフェストは 5 年
間保存が義務付けられており、その管理が
建設業界にとって大きな負担になっている。
それと同時に企業のヒエラルキーによる監
視も同時に可能なようにせねばならない。
具体的には、1 作業場での集計から、支店、
さらには会社全体での集計が求められるの
で、それらに対応できるシステムとした。 
３．建設業界としてのシステム構築への助
言：本研究を通じて、将来の建設業界とし
ての廃棄物管理のあり方を提言し「建設リ
サイクル法」のもとでのシステムのあり方、
ASP のあり方を合わせて考察した。 
４．建設副産物・再生品への適用範囲の拡
大：現在の法律で定められている「廃棄物」
に限定することなく、将来の市場化を念頭

に「建設副産物・再生品」
もこのシステムで取り扱え
るようにしたところに特徴
がある。 
なお本研究では、最終処

分場からの浸出水の挙動も
合わせて解明し、そのモデ
ル化に成功した。 

 
５．得られた成果の世界・
日本における位置づけとイ
ンパクト 
現時点では、このシステ

ムは「試作品」の段階であ
されるにはいたっていない

が、本研究で明らかにした問題点とその解
決法は、将来の「建設リサイクル法」の改
正に当たって、新に導入されるであろう「電
子マニフェスト制度」の持つべき要点を明
らかにした点将来の発展の可能性が大きい。
さらに、このシステ

り、実際に運用

 
ムが途上国にも容易

に
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導入できるシステムとなっていることか
ら、途上国での廃棄物管理の 1 つの指針と
して活用されることが期待される。 

 

（研究代表者は太字
研究支援者は斜体） 
MATSUDA; S., A. 
SUZUKI：T

t  L

設廃棄物管理に
お

：

oward The Best Management of 
Construction Waste by Using Information 
Technology 、 10th Inter. Waste 
Managemen and andfill Symposium 【査
読】、CD-ROM (2005) 
松田晋太郎、市川新：建

ける「情物一致」の概念と具体化、土
木学会第 33 回環境システム研究論文集
【査読】、pp.47-54 (2005) 
松田晋太郎、市川新、鈴木慎也 建設廃
棄

昭：
河

 

物適性管理のための車載端末の役割と
効果、土木学会環境工学研究論文集【査
読】、Vol.42, pp.201-209 (2005) 
山下三男、市川新、佐藤冬樹、柴田英

川水文シミュレーションモデルの現状
と新しい提案、陸水学雑誌【査読】、Vol.67,
pp.267-280 (2006) 
SUZUKI; S., M. YAMASHITA, Y. 
MATSUFUJI ： Characteristics of Waste 
Collection and Transportation Based on 
"Sphere of Users" for Waste Collection 
Point by Mutual Exploitation of "GPS" and 
"GIS" 、 Proc. of the 4th Asian-Pacific 
Landfill Symposium in Shanghai, 
pp.773-779 (2006) 
 
ホームページ等 

oka-u.ac.jp/~lab00001/ http://www.cis.fuku


